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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第57期

第３四半期
累計期間

第58期
第３四半期
累計期間

第57期

会計期間
自 2022年３月１日

至 2022年11月30日

自 2023年３月１日

至 2023年11月30日

自 2022年３月１日

至 2023年２月28日

売上高 （千円） 38,327,283 32,298,577 42,712,180

経常利益 （千円） 4,068,348 3,503,866 3,607,601

四半期（当期）純利益 （千円） 2,808,838 2,421,392 2,382,169

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,403,091 1,403,091 1,403,091

発行済株式総数 （株） 11,100,000 11,100,000 11,100,000

純資産額 （千円） 29,001,535 30,444,027 28,579,516

総資産額 （千円） 87,789,998 98,138,658 86,144,302

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 253.05 218.15 214.61

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 22.00 26.00 50.00

自己資本比率 （％） 33.0 31.0 33.2
 

　

回次
第57期

第３四半期
会計期間

第58期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 2022年９月１日

至 2022年11月30日

自 2023年９月１日

至 2023年11月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 138.59 84.68
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しいため、

記載を省略しております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善で個人消費が緩やかに改善する動きが

見られました。経済活動の正常化の流れは継続している一方、金融資本市場の変動や物価上昇等、国内外の経済

動向は先行き不透明な状況であります。

不動産業界におきましては、政府の住宅取得支援策の継続や住宅ローン金利の低位安定等で、住宅需要は底堅

く推移しておりますが、建築コストの高止まりによる販売価格への影響や日銀の金融政策による金利動向等が懸

念される状況であります。

こうした事業環境のなか、当社は新たな開発用地取得や販売契約の獲得を目指し営業活動に取り組んでまいり

ました。

それにより、当第３四半期累計期間における売上高は32,298百万円（前年同期比84.3％）、営業利益は4,016百

万円（同86.3％）、経常利益は3,503百万円（同86.1％）、四半期純利益は2,421百万円（同86.2％）となりまし

た。

なお、当社の主要事業である分譲マンション販売は、マンションの竣工後購入者へ引渡しが行われる際に売上

高が計上されるため、開発時期や工期等により四半期ごとの業績に偏向が生じる場合があります。

セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

（分譲マンション販売）

主力の分譲マンション販売におきましては、開発基盤となる用地価格や建築コストが上昇しているものの、住

宅ローン金利の低水準や住まいに利便性を求める傾向が強まっていることから、分譲マンション市場は比較的堅

調に推移しており、当社としましては、新規発売物件を中心に契約獲得に向けた販売活動及び引渡計画の推進に

注力してまいりました。

その結果、当第３四半期累計期間における売上高は25,531百万円（前年同期比74.4％）、セグメント利益（営

業利益）は3,501百万円（同75.5％）となりました。

なお、当第３四半期累計期間において、分譲マンションの発売戸数は374戸（同81.7％）、契約戸数は474戸

（同97.3％）、引渡戸数は594戸（同94.1％）となり、契約済未引渡戸数は672戸（同98.1％）となりました。

（戸建て住宅販売）

戸建て住宅販売におきましては、契約獲得に向けた販売活動に注力してまいりました。

その結果、戸建て住宅33戸の引渡しにより、売上高は1,409百万円（前年同期比191.2％）、セグメント利益

（営業利益）は106百万円（前年同期は14百万円のセグメント損失）となりました。

（その他不動産販売）

その他不動産販売におきましては、賃貸マンション等15物件の販売により、売上高は2,933百万円（前年同期比

312.0％）、セグメント利益（営業利益）は396百万円（同373.0％）となりました。

（不動産賃貸収入）

不動産賃貸収入におきましては、当社が主力としております住居系は比較的安定した賃料水準を維持してお

り、入居率の向上と滞納率の改善に努めると同時に、最適な賃貸不動産のポートフォリオ構築のため、賃貸収入

の安定的な確保を目指してまいりました。

その結果、不動産賃貸収入は2,395百万円（前年同期比105.9％）となり、セグメント利益（営業利益）は825百

万円（同120.6％）となりました。
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（その他）

その他の売上高は、解約手付金収入、保険代理店手数料収入及び仲介手数料等で29百万円（前年同期比

35.1％）、セグメント利益（営業利益）は27百万円（同35.6％）となりました。

（資産）

当第３四半期会計期間末における資産は、98,138百万円（前事業年度末比11,994百万円の増加）となりまし

た。

主な要因は、現金及び預金の増加6,427百万円、次期以降の事業用地取得や建築進捗等による仕掛販売用不動産

の増加5,192百万円等によるものであります。

（負債）

当第３四半期会計期間末における負債は、67,694百万円（前事業年度末比10,129百万円の増加）となりまし

た。

主な要因は、返済による短期借入金の減少1,012百万円、引渡による前受金の減少635百万円等に対し、借入に

よる長期借入金（１年内返済予定分含む）の増加10,859百万円、建物建築進捗による仕入債務の増加672百万円等

によるものであります。

（純資産）

当第３四半期会計期間末における純資産は、30,444百万円（前事業年度末比1,864百万円の増加）となりまし

た。

主な要因は、利益処分に伴う利益配当金599百万円等に対し、四半期純利益2,421百万円の計上等によるもので

あります。

 
(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

 
(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
(4) 従業員数

当第３四半期累計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

 
 

(5) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 
(6) 経営成績に重要な影響を与える要因

経営成績に重要な影響を与えると推測される要因は、事業等のリスクに記載したとおりであります。各リスク

に対しては、影響を最小限に抑えられるように、発生の可能性や結果の重大性に応じた対策を講じてまいりま

す。

 
(7) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第３四半期累計期間における資金調達は、金融機関からの借入金により事業用資金として24,491百万円、運

転資金として2,700百万円を調達しております。具体的には分譲マンション及び戸建て住宅の開発用地の取得や建

築代金支払いにかかる資金をはじめとして、事業用固定資産（賃貸用不動産）の取得等に伴う資金を含めて、プ

ロジェクト単位で資金調達を行うことを基本としております。

当第３四半期会計期間末の現金及び現金同等物は15,859百万円となっており、コミット型シンジケートローン

の取り組みや、一棟売り小型賃貸住宅の開発資金向けコミットメントラインの設定など直接金融も含めた調達方

法の多様化に取り組んでおり、十分な手元流動性を確保できております。

 

EDINET提出書類

和田興産株式会社(E04029)

四半期報告書

 4/18



 

(8) 生産、受注及び販売の実績

当社の主力事業である分譲マンション販売は、マンションの竣工後購入者へ引渡しが行われる際に売上高が計

上されるため、開発時期や工期等により四半期ごとの売上実績に偏向が生じる傾向にあり、その内容については

次の通り（セグメント別の前年同期比）であります。

① 当第３四半期累計期間におけるセグメントごとの販売実績

セグメントの名称

当第３四半期累計期間

(自　2023年３月１日　至　2023年11月30日)

物件名又は内容
戸数

（戸）

金額

（千円）

構成比

(％)

前年同期比

(％)

分譲マンション販売

ワコーレシティ立花 131 4,553,771 － －

ワコーレ姫路オーナーズレジデンス 92 3,689,107 － －

ワコーレ福島野田ザ・レジデンス 56 2,474,973 － －

ワコーレ明石本町ラフィニティ 41 1,969,336 － －

ワコーレ明石グリーンプロムナード 52 1,851,060 － －

その他 222 10,993,111 － －

小　　計 594 25,531,361 79.0 74.4

戸建て住宅販売
戸建て住宅 33 1,409,333 － －

小　　計 33 1,409,333 4.4 191.2

その他不動産販売
賃貸マンション・宅地等の販売 166 2,933,098 － －

小　　計 166 2,933,098 9.1 312.0

不動産賃貸収入
賃貸マンション等の賃貸収入 － 2,395,011 － －

小　　計 － 2,395,011 7.4 105.9

その他
その他の収入 － 29,773 － －

小　　計 － 29,773 0.1 35.1

合　　計 793 32,298,577 100.0 84.3
 

(注) １．分譲マンション販売の金額には、住戸売上のほかに分譲駐車場の金額が含まれております。

２．その他不動産販売の戸数は、一棟売却の賃貸マンションの戸数を記載しており、土地売りについては含めて

おりません。

３．不動産賃貸収入及びその他には、販売住戸が含まれていないため、戸数表示はしておりません。

４．共同事業の戸数及び金額は、出資割合によりそれぞれ計算（小数点以下切捨て）しております。
　

② 当第３四半期累計期間におけるセグメントごとの契約実績

セグメントの名称

当第３四半期累計期間

(自　2023年３月１日　至　2023年11月30日)

期中契約高 契約済未引渡残高

戸数

（戸）

金額

（千円）

前年同期比

（％）

戸数

（戸）

金額

（千円）

前年同期比

（％）

分譲マンション販売 474 23,301,646 102.1 672 32,231,374 106.9

戸建て住宅販売 35 1,441,874 193.9 13 533,922 306.8

その他不動産販売 174 2,944,289 － 38 934,600 108.3

合計 683 27,687,810 116.7 723 33,699,897 108.0
 

(注) １．分譲マンション販売の金額には、住戸売上のほかに分譲駐車場の金額が含まれております。

２．その他不動産販売の戸数は、一棟売却の賃貸マンションの戸数を記載しており、土地売りについては含めて

おりません。

３．共同事業の戸数及び金額は、出資割合によりそれぞれ計算（小数点以下切捨て）しております。
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(9) 主要な設備

当第３四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末における計画の著しい変

更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 34,400,000

計 34,400,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2023年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年１月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,100,000 11,100,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数：100株

計 11,100,000 11,100,000 － －
 

(注) 完全議決権株式であり、株主としての権利内容に制限のない標準となる株式であります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年11月30日 ― 11,100,000 ― 1,403,091 ― 1,448,280

 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式

200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,084,000 110,840 －

単元未満株式 普通株式 15,800 － －

発行済株式総数  11,100,000 － －

総株主の議決権  － 110,840 －
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式数には、証券保管振替機構名義の株式は含まれておりません。

２．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2023年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

② 【自己株式等】

2023年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

和田興産株式会社
神戸市中央区栄町通
４-２-13

200 － 200 0.00

計 － 200 － 200 0.00
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2023年９月１日から2023年11月

30日まで）及び第３四半期累計期間（2023年３月１日から2023年11月30日まで）に係る四半期財務諸表について、有

限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2023年２月28日)
当第３四半期会計期間
(2023年11月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 11,756,363 18,184,166

  売掛金 5,148 5,692

  リース債権 816,167 799,977

  販売用不動産 ※１  9,779,054 10,559,699

  仕掛販売用不動産 ※１  34,446,854 39,639,790

  その他 954,725 216,507

  貸倒引当金 △13,501 △7,645

  流動資産合計 57,744,812 69,398,188

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 12,737,132 12,311,994

   土地 ※１  13,413,994 13,647,676

   その他（純額） 226,945 ※１  630,231

   有形固定資産合計 26,378,072 26,589,902

  無形固定資産 625,988 668,831

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 370,147 373,386

   その他 1,040,858 1,123,963

   貸倒引当金 △15,576 △15,613

   投資その他の資産合計 1,395,429 1,481,736

  固定資産合計 28,399,489 28,740,470

 資産合計 86,144,302 98,138,658
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2023年２月28日)
当第３四半期会計期間
(2023年11月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 811,133 2,345,474

  電子記録債務 6,215,447 5,353,795

  短期借入金 9,202,000 8,189,500

  1年内償還予定の社債 56,000 56,000

  1年内返済予定の長期借入金 7,760,099 10,042,900

  未払法人税等 533,267 640,294

  前受金 3,490,184 2,854,699

  賞与引当金 134,239 229,004

  役員賞与引当金 9,250 20,550

  完成工事補償引当金 19,000 18,992

  その他 831,422 888,799

  流動負債合計 29,062,043 30,640,010

 固定負債   

  社債 232,000 176,000

  長期借入金 27,271,451 35,848,008

  退職給付引当金 235,160 241,228

  役員退職慰労引当金 100,974 115,127

  資産除去債務 315,552 316,619

  その他 347,603 357,637

  固定負債合計 28,502,741 37,054,620

 負債合計 57,564,785 67,694,631

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,403,091 1,403,091

  資本剰余金 1,448,280 1,448,280

  利益剰余金 25,750,953 27,572,959

  自己株式 △121 △121

  株主資本合計 28,602,203 30,424,208

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 △20,120 23,576

  繰延ヘッジ損益 △2,565 △3,757

  評価・換算差額等合計 △22,686 19,818

 純資産合計 28,579,516 30,444,027

負債純資産合計 86,144,302 98,138,658
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 2022年３月１日
　至 2022年11月30日)

当第３四半期累計期間
(自 2023年３月１日
　至 2023年11月30日)

売上高 38,327,283 32,298,577

売上原価 30,795,630 25,283,417

売上総利益 7,531,653 7,015,160

販売費及び一般管理費 ※１  2,875,418 ※１  2,999,112

営業利益 4,656,234 4,016,048

営業外収益   

 受取利息 166 184

 受取配当金 4,698 10,496

 保険解約返戻金 25,240 9,693

 受取手数料 5,408 4,881

 その他 18,491 33,331

 営業外収益合計 54,005 58,587

営業外費用   

 支払利息 453,280 458,201

 資金調達費用 175,677 100,056

 その他 12,934 12,511

 営業外費用合計 641,892 570,769

経常利益 4,068,348 3,503,866

特別利益   

 固定資産売却益 2 -

 特別利益合計 2 -

特別損失   

 固定資産売却損 4,220 2,597

 固定資産除却損 17,515 -

 特別損失合計 21,735 2,597

税引前四半期純利益 4,046,614 3,501,268

法人税、住民税及び事業税 1,144,000 1,084,000

法人税等調整額 93,776 △4,123

法人税等合計 1,237,776 1,079,876

四半期純利益 2,808,838 2,421,392
 

EDINET提出書類

和田興産株式会社(E04029)

四半期報告書

11/18



【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※１．所有目的の変更に伴う仕掛販売用不動産及び固定資産への振替は次の通りであります。

　　①仕掛販売用不動産への振替

 前事業年度

(2023年２月28日)
当第３四半期会計期間

(2023年11月30日)

（土地からの振替） (１物件） (－物件）

仕掛販売用不動産 87,589千円 －千円

合　計 87,589千円 －千円
 

　　②固定資産への振替

 前事業年度

(2023年２月28日)
当第３四半期会計期間

(2023年11月30日)

（仕掛販売用不動産からの振替） (－物件） (１物件）

建設仮勘定 －千円 239,014千円

（販売用不動産からの振替） (３物件） (－物件）

土地 0千円 －千円

建設仮勘定 161,045千円 －千円

合　計 161,045千円 239,014千円
 

 
　２．保証債務

　　分譲マンション購入者の銀行借入金に対し、保証を行っております。

 前事業年度

(2023年２月28日)

当第３四半期会計期間

(2023年11月30日)

 (６名) (５名)

分譲マンション購入者 12,046千円 10,497千円
 

 

(四半期損益計算書関係)

　　　売上高及び売上原価の四半期ごとの偏向について
　
　前第３四半期累計期間（自 2022年３月１日　至 2022年11月30日）及び当第３四半期累計期間（自 2023年３月１

日　至 2023年11月30日）
　
　当社の主要事業である分譲マンション販売は、マンションの竣工後購入者へ引渡しが行われる際に売上高が計上され

るため、開発時期や工期等により四半期ごとの業績に偏向が生じる可能性があります。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

(自 2022年３月１日

 至 2022年11月30日)

当第３四半期累計期間

(自 2023年３月１日

 至 2023年11月30日)

減価償却費 524,519千円 510,982千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間（自 2022年３月１日　至 2022年11月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月27日

開催の定時株主総会
普通株式 244,194 22.00 2022年２月28日 2022年５月30日 利益剰余金

2022年10月７日

の取締役会
普通株式 244,194 22.00 2022年８月31日 2022年11月９日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの
 

該当事項はありません。

 
当第３四半期累計期間（自 2023年３月１日　至 2023年11月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月26日

開催の定時株主総会
普通株式 310,793 28.00 2023年２月28日 2023年５月29日 利益剰余金

2023年10月６日

の取締役会
普通株式 288,593 26.00 2023年８月31日 2023年11月８日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの
 

該当事項はありません。

 
(持分法損益等)

 当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるた

め、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自 2022年３月１日 至 2022年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

区分

報告セグメント
その他
(千円)
（注）１

合計
(千円)

分譲
マンション

販売
(千円)

戸建て住宅
販売
(千円)

その他
不動産販売
(千円)

不動産
賃貸収入
(千円)

計
(千円)

売上高        

顧客との契約
から生じる収益

34,303,926 737,060 940,062 － 35,981,049 84,900 36,065,949

その他の収益
（注）２

－ － － 2,261,334 2,261,334 － 2,261,334

        

 外部顧客への
 売上高

34,303,926 737,060 940,062 2,261,334 38,242,383 84,900 38,327,283

 セグメント間の
 内部売上高又は
 振替高

－ － － － － － －

計 34,303,926 737,060 940,062 2,261,334 38,242,383 84,900 38,327,283

セグメント利益

又は損失（△）
4,640,153 △14,424 106,393 684,860 5,416,983 76,117 5,493,100

 

(注) １．「その他」の区分には、報告セグメントには含まれない事業セグメントであり、解約手付金収入、保険代理

店手数料収入及び仲介手数料等を含んでおります。

２．その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく賃貸料収入等が含ま

れております。

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

利益 金額（千円）

報告セグメント　計 5,416,983

「その他」の区分の利益 76,117

全社費用（注） △836,865

四半期損益計算書の営業利益 4,656,234
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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当第３四半期累計期間（自 2023年３月１日 至 2023年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

区分

報告セグメント
その他
(千円)
（注）１

合計
(千円)

分譲
マンション

販売
(千円)

戸建て住宅
販売
(千円)

その他
不動産販売
(千円)

不動産
賃貸収入
(千円)

計
(千円)

売上高        

顧客との契約
から生じる収益

25,531,361 1,409,333 2,933,098 － 29,873,793 29,773 29,903,566

その他の収益
（注）２

－ － － 2,395,011 2,395,011 － 2,395,011

        

 外部顧客への
 売上高

25,531,361 1,409,333 2,933,098 2,395,011 32,268,804 29,773 32,298,577

 セグメント間の
 内部売上高又は
 振替高

－ － － － － － －

計 25,531,361 1,409,333 2,933,098 2,395,011 32,268,804 29,773 32,298,577

セグメント利益 3,501,718 106,122 396,825 825,837 4,830,504 27,107 4,857,611
 

(注) １．「その他」の区分には、報告セグメントには含まれない事業セグメントであり、解約手付金収入、保険代理

店手数料収入及び仲介手数料等を含んでおります。

２．その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく賃貸料収入等が含ま

れております。

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

利益 金額（千円）

報告セグメント　計 4,830,504

「その他」の区分の利益 27,107

全社費用（注） △841,563

四半期損益計算書の営業利益 4,016,048
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

EDINET提出書類

和田興産株式会社(E04029)

四半期報告書

15/18



 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前第３四半期累計期間

(自 2022年３月１日

 至 2022年11月30日)

当第３四半期累計期間

(自 2023年３月１日

 至 2023年11月30日)

１株当たり四半期純利益金額 253円05銭 218円15銭

(算定上の基礎)   
四半期純利益金額 (千円) 2,808,838 2,421,392

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額 (千円) 2,808,838 2,421,392

普通株式の期中平均株式数 (株) 11,099,752 11,099,752
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
２ 【その他】

第58期（2023年３月１日から2024年２月29日まで）中間配当について、2023年８月31日の株主名簿に記載された

株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを2023年10月６日に取締役会決議いたしました。

（１）中間配当による配当金の総額　          288,593千円

（２）１株当たりの金額                      26円

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日    2023年11月８日

　

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2024年１月11日

和田興産株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

神戸事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松　　井　　理　　晃  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 勢　　志　　恭　　一　  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている和田興産株式会

社の2023年３月１日から2024年２月29日までの第58期事業年度の第３四半期会計期間（2023年９月１日から2023年11月

30日まで）及び第３四半期累計期間（2023年３月１日から2023年11月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、和田興産株式会社の2023年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

 
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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